
7777 号）の概要号）の概要号）の概要号）の概要

１.１.１.１. 予算規模予算規模予算規模予算規模

千円

千円

千円

２.２.２.２. 歳入補正歳入補正歳入補正歳入補正 （単位：千円）

３.３.３.３. 歳出補正歳出補正歳出補正歳出補正 （単位：千円）

計 314,600

民 生 費 314,600 11,290,562

計 314,600

歳 出 款 今回補正予算額 累計予算額

国 庫 支 出 金 314,600 6,115,849

今 回 補 正 予 算 額 314,600

累 計 予 算 額 38,015,400

歳 入 款 今回補正予算額 累計予算額

令和令和令和令和 6666 年度年度年度年度 　宇佐市一般会計補正予算（第　宇佐市一般会計補正予算（第　宇佐市一般会計補正予算（第　宇佐市一般会計補正予算（第

補 正 前 の 予 算 額 37,700,800
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４４４４．補正予算の特徴．補正予算の特徴．補正予算の特徴．補正予算の特徴    

今回の補正予算案は、「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」を活用し、住民税非

課税世帯等に対しての給付金や、その子育て世帯に対しての加算給付を行う住民税非課税

世帯等重点支援給付金事業を追加するものです。 

 

    

５５５５．．．．事業概要事業概要事業概要事業概要    

    

事業名 
補正額

（千円） 
事業概要 所管課 

住民税非課税世帯等
重点支援給付金事業 

314,600 

物価高騰に直面する低所得世帯の支援を主な目的と

して、住民税非課税世帯等に対しての給付金や、そ

の子育て世帯への加算給付をあわせて「プッシュ型」

で支給する。 

【住民税非課税世帯】 

  支給金額：１世帯当たり３万円 

  支給時期：令和７年３月以降 

支給対象：令和６年度における住民税均等割非

課税世帯 

対象世帯見込数：９，５００世帯 

【こども加算】 

  支給金額：１８歳以下の児童１人当たり２万円 

  支給時期：令和７年３月以降 

  支給対象：住民税均等割非課税世帯のうち１８

歳以下の児童がいる世帯 

  対象児童見込数：９００人 

【経費】 

  扶助費         303,000 千円 

  コールセンター業務委託  2,500 千円 

  システム改修委託     1,200 千円 

  その他経費        7,900 千円 

 

福祉課 

    

    
６．繰越明許費６．繰越明許費６．繰越明許費６．繰越明許費    
地方自治法第 213 条第 1 項の規定により、翌年度繰越事業について、繰越明許費の設定

を行う。 

住民税非課税世帯等重点支援給付金事業  312,696 千円    


